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人口減少社会における自治体経営
──基礎自治体の変容と課題──
























































































































































制度は，指定都市 8,057 施設，市区町村 61,364 施設を対象に導入され，指定都市の 3,734 施設


















町村の数は 3,232 から 1,727 に統合され，平均人口は 36,766 人から 68,970 人に増大（人口 1万人











研究所の将来推計人口によれば，2015 年時点における日本の総人口（1億 2,709 万人）は，2040
年には 1億 1,092 万人，2053 年には 1億人を割り 9,924 万人，その後 2065 年には 8,808 万人にな
るものと推計され，生産年齢人口（15～64 歳）の割合も 51.4％へと減少する一方で，高齢化率
は全人口の約 38％に達するものと見込まれる（36）。また，市区町村別の将来推計人口によると，
2045 年の総人口が 2015 年時点に比べて減少する自治体が 1,588（全市区町村の 94.9％を占める）
となることが予想されており，また人口構造の変化においても，2045 年に 0～14 歳人口の割合


























































































る事務所を置くことが可能となる（現在，17 の自治体において 123 の自治区が設置されてい
図表 4 圏域マネジメントと二層制の柔軟化
（出典）総務省（自治体戦略 2040 構想研究会）第二次報告「人口減少下において満足度の高い人生と人











みを持続的に実践する組織とも定義される（49）。地域運営組織は全国に 675 市町村に 4,177 組織
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